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資 料

産Ｒ6.10.21

市営住宅の整備方針について

１．現状

本市は平成１７年の合併後、８３２戸の住宅を管理することとなったが、住戸数の

見直しに取り組み、現在の管理戸数は８００戸となっている。

市営住宅には、施設の老朽化や単身高齢者の入居者増などといった課題があるほか、

特に支所地域において空き室が多く、総体としてストック過多の状況にある。

一方、国においては平成２９年に「住宅セーフティネット法」が改正されており、

市営住宅と民間賃貸住宅などとの連携による重層的な住宅セーフティネットの構築な

ど、住まいに困窮する方への居住環境に合わせた住宅確保が求められている。

以上のことから、市営住宅の基本的役割を明確にしたうえで、住宅を取りまく環境

や社会情勢の変化等を踏まえた市営住宅の整備が必要となっている。

２．課題

（１）施設に関する課題

・施設の老朽化のほか浴室が無いなど、現代的な生活水準を満たしてない団地がある。

・団地により入居希望の偏りが大きく、長期間空き室となっている住戸がある。

・施設の老朽化のために、修繕費用が増加している。

・世帯向け住戸が多くを占める一方、単身での入居を希望する方が多く、需給のミス

マッチが起こっている。

・荘川地域等から、運用方法を見直すことによる市営住宅の柔軟な活用を求める声が

ある。

・ユニバーサルデザインやバリアフリーに対応する必要があるほか、環境に配慮した

整備への取り組みが求められている。

（２）入居者に関する課題

・低額所得者数は人口減少に伴い今後緩やかに減少すると推計されるが、セーフティ

ネットとしての住宅を一定数確保する必要がある。

（３）管理に関する課題

・近隣関係の希薄化や高齢世帯の増加等により、住宅の日常的な管理や自治会活動に

困難が生じつつある。

・独居高齢者の孤独死などにより、残置された家財道具の処分が進まないことで新た

な募集ができない住戸がある。
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・入居者による住宅使用料（家賃）等の未納を防止し、悪質な滞納事案に対しては法

的措置を執るなど、公平公正な管理を行う必要がある。

３．基本的な考え方

（１）施設整備の考え方

・旧耐震基準で建設され、建築後５０年以上が経過した団地については、環境が整っ

たものから解体又は建替えをすすめる。

・募集を行っているにもかかわらず入居申し込みが少ない団地においては、他の用途

への転用による活用も含め、住戸数の適正化をすすめる。

・民間が所有する空き住宅やアパートの空き室を借上げ市営住宅として活用する方式

や、民間活力の導入による整備方法について検討をすすめる。

・新たな団地の整備にあたっては、ニーズに沿った受け入れができるよう、単身者向

け住戸を基本とするほか、雪かきなど日常的な管理の負担を軽減できる仕様とする。

・高齢者や障がい者などにとって住みやすいものとなるよう、バリアフリー化やユニ

バーサルデザインの採用をすすめる。

・太陽光発電設備等、再エネ設備の導入に向けた検討をすすめる。

（２）入居者に関する考え方

・セーフティネットとしての住宅を確保する必要もあることから、高額所得者（入居

後に所得が上昇し、直近２年連続で入居要件を満たさなかった者）の転居をすすめ

るなど、住宅困窮者が入居しやすい環境づくりに努める。

（３）管理に関する考え方

・住民自らによる管理運営が継続できるよう、自治会活動への参加を促進する。

・適正な債権管理を図るため滞納者に対しては早期に交渉を行うほか、連帯保証人へ

の請求を適切に行い、悪質なケースに対しては法的措置を検討する。

・入居募集を速やかに行うことができるよう、入居者の死去などにより残置された家

財道具の処分に関する方針の策定をすすめる。

４．市営住宅の需要の将来推計と目標管理戸数

・国土交通省により示された「ストック推計プログラム」を用い、自力では最低居住

面積水準を達成することが著しく困難な年収である世帯のうち、市で支援すべき世

帯（要支援世帯）数を令和１７（２０３５）年度時点で４５８世帯と推計

・要支援世帯数を基に住宅改修の際の一時移転先や災害発生時の避難用住戸の確保な

どについて考慮し、令和１６（２０３４）年度末（２０３５年度当初）の目標管理

戸数（想定住戸数）を６６０戸と設定
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５．団地毎の整備方針

（１）廃止団地

・旧耐震基準で建設され築後５０年以上経過した団地や入居申し込みの少ない団地、

他の用途での活用が期待できる団地については用途廃止をすすめる。

（２）整備団地と整備内容

・下記の団地については概ね１０年以内に下記の整備内容により建替えをすすめる。

片野団地（第１～第３） ５６戸

⇒木造平屋建て、床面積２５～３０㎡、単身向け、３０戸

借上げ型又は民間活力の導入による整備を検討

（３）継続団地

・引き続き市営住宅として利活用する団地については、施設の状況に応じ長寿命化を

目的とした改修、ユニバーサルデザインやバリアフリーへの対応、環境に配慮した

改修を行う。

６．廃止団地の活用

廃止団地は用途廃止（※）した上で下記により活用を図ることとし、活用が見込めな

い場合は解体する。

（１）他用途への転用

他の目的を持つ住宅として利活用（移住者等への活用など）

（２）有償での譲渡

公募等により購入者を募集し売却（子育て世帯や移住者への払い下げなど）

（３）無償での譲渡

公的な施設として活用を希望される方に譲渡（地域コミュニティ施設など）

※住宅用途の廃止には、所管官庁（国土交通省中部地方整備局）との協議及び条例改

正が必要
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【表１ 市営住宅団地別入居状況】

R6.3.31 現在

参考資料



5

【図１ 種類別入居率の推移】

【図２ 浴室の設置状況】

【図３ 地域別戸数及び人口当たりの住戸数】（R5年度末現在）
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【図４-1 R5年度募集状況（定時募集）】

【図４-2 R5年度募集状況（随時募集）】

【図５ 修繕費の推移（指定管理者）】

(千円)
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【図６ 世帯人数の分布】

【図７ 世帯主の年齢層別人数】

【図８ 要支援世帯数の将来推計】

※国土交通省のストック推計プログラムにより推計
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アンケート結果（令和 6年 8月実施）

【１】市営住宅に住んでいてよかったと感じる点（複数回答可）

【２】市営住宅に住んで不安・不満に感じる点（複数回答可）
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【３】現在の住宅で改善してほしい事項（複数回答可）

出典：高山市建築住宅課作成データ


